
補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 8

実績 5

単位 町

達成率

目標 237

実績 237

単位 人

NO. 廃止

事務事業名

達成率

目標 0

実績 0

単位 組

達成率

目標 0

実績 0

単位 人

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 15

実績 15

単位 件

達成率

目標 331756

実績 331,756

単位 円

担当課 こども政策部ネウボラ推進課 成果指標

助成額

A

事業費 332 千円 活動指標

申請件数

A

補3 評価理由

妊婦健康診査及び乳児一般健康診査費用助成金

母子保健法で定められた健診であり、委託医療機関以外で
検査を行った市民へ補助をすることで、委託医療機関で検
査を行った市民と同等の扱いを担保するものである。妊婦
及び乳幼児の健康保持を推進するために有効な補助であ
ると判断し、今後も継続する。

事業内容
妊婦及び乳児の健康診査費用に対し、補助金を交付する。
限度額6,000円(14回)他。

担当課 こども政策部ネウボラ推進課 成果指標

母子健康手帳交付人数

-

事業費 0 千円 活動指標

利用夫婦の延べ組数

-

補2 評価理由

こうのとり支援事業助成金

不妊治療に要する費用が保険適用となったため、令和5年
度で廃止とする。

事業内容
不妊症により、望んでも子どもを授かることができない夫婦に対し、不妊症の治療費
の一部を助成する。

担当課 こども政策部ネウボラ推進課 成果指標

班員数

A

事業費 496 千円 活動指標

組織化されている町

B

補1 評価理由

健康づくり事業補助金
（母子愛育会）

地域の母子保健活動の推進を図るために有効な補助であ
ると判断し、今後も継続する。

事業内容
母子の保健福祉を推進する事業を行う北杜市母子愛育会に対し、補助金を交付す
る。
補助金の額　予算の範囲内で補助する。
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 9

実績 9

単位 件

達成率

目標

実績

単位

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 2

実績 2

単位 回

達成率

目標 1071

実績 835

単位 人

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 2

実績 2

単位 回

達成率

目標 7

実績 0

単位 人

担当課 こども政策部こども保育課 成果指標

給付実績（延べ人数）

C

事業費 0 千円 活動指標

制度の周知及び対象者把握

A

補6 評価理由

実費徴収に係る補足給付事業費補助金

国の子ども・子育て支援法に基づく制度であるため、対象者
利用施設を通じて制度周知を図る中で、今後も継続する。

事業内容

特定教育・保育等に必要な物品の購入、行事への参加、副食に要する費用に対し、
補助金を交付する。
補助対象経費/低所得・多子世帯の園児の副食費、生活保護世帯の日用品・文具等
に要する費用。
補助内容/副食費：子ども１人当たり月額2,500円を上限、日用品費：子ども１人当たり
月額2,500円を上限。

担当課 こども政策部こども保育課 成果指標

補助金交付人数（延べ人
数）

B

事業費 3,356 千円 活動指標

私立保育園等への周知

A

補5 評価理由

私立保育所等給食費補助金

国の子ども・子育て支援法に基づく制度であるため、対象者
利用施設を通じて制度周知を図る中で、今後も継続する。

事業内容

私立保育所等に入所している第２子以降の教育・保育給付認定こどもの保護者に対
して、補助金を交付する。
補助金の額　予算の範囲内で補助する。
補助対象経費：保護者が私立保育園等に支払う副食費。
補助内容：子ども１人当たり月額4,500円を上限とする。

担当課 こども政策部ネウボラ推進課 成果指標

事業費 59 千円 活動指標

申請件数

A

補4 評価理由

産婦健康診査費助成事業

本事業は、国で予算化され、市が実施主体の事業である。
委託医療機関以外で検査を行った市民へ補助をすること
で、委託医療機関で検査を行った市民と同等の扱いを担保
するものであり、支援の必要な産婦の早期発見につながる
有効な事業であるため、今後も継続する。

事業内容
母子健康手帳を交付した産婦の健康診査費用に対し、助成金を交付する。
限度額　5,000円（２回）
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 18

実績 18

単位 校

達成率

目標 2878

実績 2,878

単位 人

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 15

実績 5

単位 件

達成率

目標 20

実績 42

単位 件

NO. 改善

事務事業名

達成率

目標 100

実績 80

単位 件

達成率

目標 25

実績 35

単位 件

担当課 こども政策部子育て政策課 成果指標

市外からの計画書提出件
数（世帯数）

A

事業費 110,857 千円 活動指標

計画書提出件数（世帯数）

B

補9 評価理由

子育て住宅購入費補助事業

要綱上R6年度に終期を迎えることから、本事業への改善要
望を受けて、今後の方針について検討した結果、ニーズに
合った見直しを行うこととした。事業内容

住宅を新築若しくは購入する世帯に対し、補助金を交付する。
予算の範囲内において補助金を交付する。補助金額は、建築費又は購入費の10％、
限度額は新築・建売住宅が150万円、中古住宅が100万円。

担当課 企画部ふるさと納税課 成果指標

空き家バンク登録物件数

A

事業費 17,903 千円 活動指標

家財処分事業実施件数

C

補8 評価理由

空き家バンク登録物件リフォーム費等補助金

当該補助金は、要綱上R7.3.31までと期限を設定している
が、近年の移住定住者数の増加に伴い、空き家の活用へ
のニーズも高まっていることを踏まえ、事業を継続し、更なる
移住定住の促進を図る。事業内容

空き家バンク実施要綱の規定により登録された物件のリフォーム又は物件に残置す
る家財道具の処分及び当該処分に伴う物件内の清掃を行った所有者等、借受者又
は購入者に対し、補助金を交付する（補助金の額　所有者の場合、150万円／棟を上
限とし、補助対象経費に２／３を乗じて得た額。借受者・購入者の場合、家財処分は
50万円／棟、リフォームは100万円／棟を上限とし、補助対象経費に１／２を乗じて得
た額）。

担当課 教育委員会教育総務課 成果指標

「原っぱ教育」の対象となる
児童・生徒数

A

事業費 4,990 千円 活動指標

「原っぱ教育」を実施する小中学校数

A

補7 評価理由

原っぱ教育創生事業費補助金

地域の次世代を担う児童生徒へ「夢を持ち、未来を切り拓
く、心身ともにたくましい、北杜の子ども」の育成を図る上で
有効な補助であると判断し、今後も継続する。事業内容

市立小中学校が独自性を持って取り組む原っぱ教育創生事業に対し、補助金を交付
する。
補助対象経費は、原っぱ教育の基本目標の推進及び原っぱ教育実践モデル校が行
う研究に必要な経費とする。
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 1

実績 1

単位 件

達成率

目標 5

実績 3

単位 人

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 37

実績 40

単位 人

達成率

目標 26

実績 24

単位 世帯

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 49

実績 5

単位 人

達成率

目標 2

実績 3

単位 件

担当課 企画部ふるさと納税課 成果指標

市内就業者数

A

事業費 324 千円 活動指標

申請者数

C

補12 評価理由

奨学金返還支援事業助成金

これまで市内への就業者は３人であり、一定の成果があっ
たものであると判断する。
このため、本事業を広く周知するとともに、対象者のニーズ
を把握する中で事業内容の拡充に向けた検討を行う。事業内容

奨学金を返還する者に対し、助成金を交付する。
補助の額　市内就業者：助成対象経費に助成率10分の10を乗じて得た額、年額30万
円を上限　市外就業者又は求職者等：助成対象経費に助成率２分の１を乗じて得た
額、年額10万円を上限。

担当課 企画部ふるさと納税課 成果指標

補助金交付件数（2人以上
の世帯）

B

事業費 55,300 千円 活動指標

申請者数

A

補11 評価理由

移住支援金交付事業費補助金

当該補助金を活用した移住世帯、人数は、年々増加してお
り、本市の移住定住施策として効果のある事業であると判
断している。このため、今後も当該事業を広く周知するととも
に、適正な事務執行に取り組む中で事業を継続する。事業内容

東京圏から本市に移住し、かつ、山梨県移住支援事業、マッチング支援事業、地方就
職学生支援事業及び起業支援事業実施要綱の規定に基づき、就業若しくは起業した
者又はテレワークを行っている者に対し、補助金を交付する（補助金の額　2人以上
の世帯：100万円、申請日が属する年度の４月１日時点の年齢が18歳未満の世帯員
を帯同して移住する場合は、当該18歳未満の者１人につき100万円を加算、単身世
帯：60万円、）。

担当課 企画部企画課 成果指標

通学定期券の補助利用者
数

B

事業費 194 千円 活動指標

通学定期券補助の周知（市
ホームページでの制度の周知）

A

補10 評価理由

鉄道利用通学者支援事業費補助金

当該補助金交付要綱において、R6年度末の終期を設定し
ているが、新規に申請を希望する者も一定数いるため、県
に事業継続の要望を行う。また、県の事業継続の有無で本
事業の方向性を決定する。
あわせて、JRとも連携を図り、本事業のPRを行っていく。

事業内容
県外の大学等に鉄道を利用して通学する者に対し補助金を交付する。
補助金の額　通学定期券購入額の２分の１以内（１ヶ月あたり1万円を限度）
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 15

実績 13

単位 件

達成率

目標 15

実績 13

単位 件

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 37

実績 5

単位 件

達成率

目標 37

実績 5

単位 件

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 8

実績 8

単位 事業

達成率

目標 25.0

実績 22.0

単位 ％

担当課 福祉保健部健康増進課 成果指標

歯周疾患健診受診率

B

事業費 72 千円 活動指標

年間事業項目数

A

補15 評価理由

北杜市歯科医師会補助金

市民が健康的な生活を送る上で必要な知識（歯の重要性）
の普及に有効な補助であると判断し、今後も継続する。

事業内容
北杜市歯科医師会が実施する歯科・口腔保健についての事業に対し、補助金を交付
する。
補助金の額　予算の範囲内で補助する。

担当課 こども政策部子育て政策課 成果指標

子育て世代の定住増加件
数（世帯数）

C

事業費 1,129 千円 活動指標

申請書提出件数（世帯数）

C

補14 評価理由

結婚新生活支援補助金

子育て世代に選ばれるまちづくり及び切れ目ない少子化対
策の推進に有効な補助であると判断し、今後も継続する。

事業内容

婚姻に伴い、新たに賃貸住宅に入居する新婚世帯に対し、補助金を交付する。
予算の範囲内において補助金を交付する。
補助金の額　補助対象経費に対し、30万円/１世帯（婚姻日に30歳未満の夫婦は60
万円/１世帯）を上限。

担当課 こども政策部子育て政策課 成果指標

市外からの転入件数（世帯
数）

B

事業費 288 千円 活動指標

申請書提出件数（世帯数）

B

補13 評価理由

転入子育て世代家賃補助金

子育て世代に選ばれるまちづくりを推進するために有効な
補助であると判断し、今後も継続する。

事業内容
本市に転入し民間賃貸住宅に居住する子育て世帯に対し、補助金を交付する。
予算の範囲内において補助金を交付する。
補助金の額　月額家賃の２分の１（上限２万円）。
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 2

実績 2

単位 診療所

達成率

目標 2

実績 2

単位 診療所

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 17

実績 17

単位 箇所

達成率

目標 20.0

実績 24.3

単位 ％

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 6

実績 7

単位 事業

達成率

目標 2000

実績 1,523

単位 人

担当課 福祉保健部福祉課 成果指標

ボランティア登録者数

B

事業費 950 千円 活動指標

ボランティア養成事業数

A

補18 評価理由

ボランティア支援事業費補助金

災害への備えや地域福祉の担い手として、ボランティアの養
成と活動機会の場の提供を推進するために有効な補助で
あると判断し、今後も継続する。事業内容

北杜市社会福祉協議会が行う社会福祉振興のためのボランティア育成事業（①普及
啓発・相談機能の充実、ボランティア及びニーズの把握など②研修・講座の実施、手
話講師員養成講座など③福祉教育の推進など）に対し、補助金を交付する。
補助金の額　予算の範囲内で補助する。

担当課 福祉保健部健康増進課 成果指標

高齢者肺炎球菌予防接種
率(％)

A

事業費 129 千円 活動指標

市内実施医療機関数

A

補17 評価理由

予防接種費用助成金

予防接種法に基づき、個人発病または重症化の予防に重
点を置くとともに、感染症のまん延を防止するという社会的
な意義を持っているため、今後も継続する。事業内容

予防接種法に基づく高齢者の肺炎球菌ワクチン、インフルエンザワクチンの接種費用
について、受託医療機関での接種費用に対し、助成金を交付する。
助成金限度額　肺炎球菌：4,000円／人、インフルエンザ：3,000円／人

担当課 福祉保健部健康増進課 成果指標

補助した開業医療機関数

A

事業費 10,000 千円 活動指標

補助した開業医療機関数

A

補16 評価理由

地域医療開業支援事業

市の医療体制の拡大及び市民が医療を受けやすい体制、
出産体制の確保を図るために有効な補助であると判断し、
今後も継続する。事業内容

市内に新たに診療所を開設する開業医、助産所を開設する助産師、市民のために医
療連携を行う病院に対し、補助金を交付する。補助金の額　交付期間を開設日の翌
月から５年間とし、500万円／年度かつ総額2,500万円（上限額）として支援する。
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 15

実績 18

単位 事業

達成率

目標 2900

実績 2,344

単位 人

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 53

実績 44

単位 箇所

達成率

目標 13.1

実績 14.1

単位 ％

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 20

実績 14

単位 件

達成率

目標 100

実績 100

単位 ％

担当課 福祉保健部介護支援課 成果指標

介護予防率(％)

A

事業費 799 千円 活動指標

助成件数

B

補21 評価理由

高齢者在宅生活支援住宅改修・福祉用具購入助成事業

本事業は、要介護又は要支援状態の予防に有効な補助で
あると判断し、今後も継続する。

事業内容

手すり設置、段差解消などの住宅改修並びに入浴補助具、補高便座などの福祉用具
購入の費用に対し、補助金を交付する。
補助金の額　介護保険の負担割合に応じ、7～9割に相当する額を助成（上限合計費
用10万円）。

担当課 福祉保健部介護支援課 成果指標

要介護認定率(％)

A

事業費 1,353 千円 活動指標

補助金交付数

B

補20 評価理由

高齢者通いの場事業

R5年度に補助金等交付基準に沿った内容に見直すため、
要綱の改正を行った。
本事業は高齢者の介護予防に有効な補助であると判断し、
今後も継続する。事業内容

介護予防に資する活動を提供する事業者に対し、補助金を交付する。
補助金の額　予算の範囲内で補助する。（月１回以上30,000円／月２回40,000円／月
３回50,000円／月４回60,000円／各年額　新たに設置した時50,000円追加　市営温泉
施設を利用して事業を行った場合施設使用料または利用料）

担当課 福祉保健部福祉課 成果指標

老人クラブ会員数

B

事業費 6,634 千円 活動指標

単位老人クラブによる特色
ある事業数

A

補19 評価理由

老人クラブ連合会事業費補助金

高齢者の生きがいづくりの場の確保や健康づくりの観点か
ら地域の活性化を図るために有効な補助であると判断し、
今後も継続する。事業内容

高齢者の社会参加と高齢者福祉の向上を図るため、北杜市老人クラブ連合会の活
動に対し、補助金を交付する。
補助金の額　予算の範囲内で補助する。
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 1

実績 0

単位 件

達成率

目標

実績

単位

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 1

実績 0

単位 件

達成率

目標

実績

単位

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 1

実績 1

単位 回

達成率

目標 1,500

実績 300

単位 人

担当課 明野総合支所明野地域市民課 成果指標

来場者数

C

事業費 2,535 千円 活動指標

イベントの開催数

A

補24 評価理由

明野　地域振興事業費補助金
（北杜市明野ふるさと納涼まつり）

行政の介入が抑えられており、組織に自立化が図られてい
ると判断したため、より多くの来場者数の確保のために、周
知方法等の拡充に向けた検討を行いつつ、今後も継続す
る。事業内容

北杜市明野ふるさと納涼まつり実行委員会の活動に対し、補助金を交付する。
補助金の額　予算の範囲内で補助する。

担当課 福祉保健部福祉課 成果指標

事業費 0 千円 活動指標

助成金の交付件数

C

補23 評価理由

身体障害者自動車改造費補助事業

障害者の社会参加を促進するため、必要な補助であると判
断し、ホームページ等での周知や窓口における周知に努め
る中で、今後も継続する。事業内容

障害者が就労等のために自ら所持し、運転する自動車の操向装置、駆動装置の一
部を改造するために要した費用に対し、補助金を交付する。
補助金の額　全額又はその額が10万円を超える場合は、10万円を限度。

担当課 福祉保健部福祉課 成果指標

事業費 0 千円 活動指標

助成金の交付件数

C

補22 評価理由

身体障害者自動車運転免許取得費補助事業

身体障害者の就労等社会参加を促進するため、必要な補
助であると判断し、今後も継続する。

事業内容

障害者に対し、自動車操作訓練による自動車運転免許証取得費用の一部を助成す
る。
補助金の額　免許の取得に要した費用について、３分の２を乗じて得た金額。ただし、
10万円を上限。
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 1

実績 1

単位 回

達成率

目標 2000

実績 1,400

単位 人

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 9

実績 9

単位 団体

達成率

目標 3,300

実績 3,300

単位 人

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 3

実績 3

単位 回

達成率

目標 3,300

実績 3,300

単位 人

担当課 長坂総合支所長坂地域市民課 成果指標

来場者

A

事業費 5,538 千円 活動指標

イベント開催数

A

補27 評価理由

長坂　地域振興事業費補助金
（北杜ふるさと祭り）

来場者数や出展団体等も多く、大きな市民交流の場となっ
ており、地域活性化が図られていることから、団体の自立に
向けた推進を図る中で、今後も継続する。事業内容

北杜ふるさと祭り実行委員会に対し、補助金を交付する。
補助金の額　予算の範囲内で補助する。

担当課 高根総合支所高根地域市民課 成果指標

北杜ふるさと祭り来場者数

A

事業費 5,538 千円 活動指標

地域住民主体のイベント数

A

補26 評価理由

高根　地域振興事業費補助金
（北杜ふるさと祭り支援事業）

来場者数や出展団体等も多く、大きな市民交流の場となっ
ており、地域活性化が図られていることから、団体の自立に
向けた推進を図る中で、今後も継続する。事業内容

北杜ふるさと祭り実行委員会に対し、補助金を交付する。
補助金の額　予算の範囲内で補助する。

担当課 須玉総合支所須玉地域市民課 成果指標

祭りへの来場者数

B

事業費 5,118 千円 活動指標

甲斐源氏祭りの開催

A

補25 評価理由

須玉　地域振興事業費補助金
（須玉甲斐源氏祭り）

R5年度は約1,400人の来場者があり、交流人口の増加等が
図られていることを踏まえ、地域活性化のために必要な活
動であることから、今後も継続する。事業内容

須玉甲斐源氏祭り実行委員会の活動に対し、補助金を交付する。
補助金の額　予算の範囲内で補助する。
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 4

実績 4

単位 回

達成率

目標 3,000

実績 4,000

単位 人

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 3

実績 3

単位 回

達成率

目標 3,000

実績 3,000

単位 人

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 1

実績 1

単位 回

達成率

目標 8,000

実績 2,000

単位 人

担当課 白州総合支所白州地域市民課 成果指標

イベント参加者

C

事業費 6,214 千円 活動指標

イベントの実施数

A

補30 評価理由

白州　地域振興事業費補助金
（北杜市甲斐駒の里名水まつり）

地域資源を活かしたイベントを行い、地域住民同士の交流
等の地域活性化が図られていることから、団体の自立に向
けた推進を図る中で、今後も継続する。事業内容

北杜市甲斐駒の里名水まつり実行委員会の活動に対し、補助金を交付する。
補助金の額　予算の範囲内で補助する。

担当課 小淵沢総合支所小淵沢地域市民課 成果指標

参加者数

A

事業費 4,594 千円 活動指標

イベント開催回数

A

補29 評価理由

小淵沢　地域振興事業費補助金
（八ヶ岳ホースショー　ｉｎ　こぶちさわ）

本市の豊富な観光資源の有効活用を図り、市内への誘客
を推進するために有効な補助であると判断し、今後も継続
する。事業内容

八ヶ岳ホースショーinこぶちさわ実行委員会の活動に対し、補助金を交付する。
補助金の額　予算の範囲内で補助する。

担当課 大泉総合支所大泉地域市民課 成果指標

来場者数

A

事業費 3,712 千円 活動指標

イベントの実施

A

補28 評価理由

大泉　地域振興事業費補助金
（大泉ふるさと夏祭り）

来場者数や出店数も多く、大きな市民交流の場となってお
り、地域活性化が図られていることから、団体の自立に向け
た推進を図る中で、今後も継続する。事業内容

大泉ふるさと夏祭り実行委員会の活動に対し、補助金を交付する。
補助金の額　予算の範囲内で補助する。
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 1

実績 1

単位 回

達成率

目標 1,500

実績 800

単位 人

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 24

実績 26

単位 回

達成率

目標

実績

単位

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 1

実績 1

単位 回

達成率

目標

実績

単位

補33 評価理由

保護司会活動補助金

犯罪や非行をした人の立ち直りを支え、また、犯罪や非行
のない安全安心な明るい社会を築くため、引き続き事業を
継続し、犯罪の予防を図るための啓発や地域社会の浄化を
図る。事業内容 峡北保護区保護司会の活動に対し、予算の範囲内で補助する。

事業費 83 千円 活動指標

駅頭啓発回数

A

担当課 総務部総務課 成果指標

担当課 総務部総務課 成果指標

事業費 186 千円 活動指標

人権相談回数

A

補32 評価理由

人権擁護委員協議会活動補助金

基本的人権は日本国憲法において保障されており、平和で
豊かな社会を築くため、引き続き事業を継続し、人権啓発の
推進を図る。事業内容

甲府人権擁護委員協議会北杜グループが実施する人権相談等活動に対し、予算の
範囲内で補助する。

担当課 武川総合支所武川地域市民課 成果指標

参加者数

B

事業費 3,932 千円 活動指標

祭り開催回数

A

補31 評価理由

武川　地域振興事業費補助金
（北杜市甲斐駒エリアふるさと祭り）

地域資源を活かしたイベントを行い、地域住民同士の交流
等の地域活性化が図られていることから、団体の自立に向
けた推進を図る中で、今後も継続する。事業内容

北杜市甲斐駒エリアふるさと祭り実行委員会の活動に対し、補助金を交付する。
補助金の額　予算の範囲内で補助する。
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 8

実績 8

単位 人

達成率

目標 70

実績 48

単位 ha

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 60

実績 60

単位 人

達成率

目標 94

実績 94

単位 ha

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 1

実績 5

単位 経営体

達成率

目標 1

実績 2

単位 経営体

担当課 産業観光部農業振興課 成果指標

北杜市青年等就農計画認
定数

A

事業費 9,000 千円 活動指標

北杜市青年等就農計画認
定数

A

補36 評価理由

新規就農者育成総合対策事業費補助金

本事業は、北杜市農業経営改善計画認定検討会と連携し、
事前審査を経てから申請を行っている。
今後も、新規就農者の育成、確保を図るため、申請に向け
たヒアリング等を実施し、補助対象者としての適性を見極め
る中で継続する。

事業内容

次世代を担う農業を志向する者に対して、就農意欲の喚起と就農後の定着を図るた
め、就農直後の所得を確保するための資金として、補助金を交付する。
交付金額は12.5万／月（１年につき最大150万円。夫婦型採択の場合は最大225万
円。）

担当課 産業観光部農業振興課 成果指標

取組面積

A

事業費 11,292 千円 活動指標

取組人数

A

補35 評価理由

環境保全型農業直接支払交付金

環境保全に効果の高い産業の普及促進を図るために有効
な事業であると判断し、今後も継続する。

事業内容
地球温暖化防止を目的とした、農地土壌への炭素貯蔵に効果の高い営農活動や生
物多様性保存に効果の高い営農活動に取り組む農業者に対し、交付金を交付する。
交付金の額　有機農業12,000円/10ａ

担当課 産業観光部農業振興課 成果指標

特別栽培米の生産面積(ha)

B

事業費 4,800 千円 活動指標

営農指導員数

A

補34 評価理由

営農指導事業費補助金

地域の農業振興にあたり、地元農協の営農指導は必要不
可欠であるため、今後も時代に合ったDXを活用した営農指
導への体制づくりを進める中で継続する。事業内容 梨北農業協同組合の営農指導活動に対し、補助金を交付する。
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 1.0

実績 1.3

単位 ㎞

達成率

目標 1,526

実績 1,526

単位 ａ

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 8

実績 8

単位 件

達成率

目標 33

実績 33

単位 経営体

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 22

実績 22

単位 組織

達成率

目標 447

実績 447

単位 ha

担当課 産業観光部農業振興課 成果指標

担い手営農組織の経営面
積(ha)

A

事業費 1,416 千円 活動指標

営農組織数

A

補39 評価理由

担い手農業者農作業機械修繕費支援事業補助金

市内の中核的担い手農業の経営基盤強化を図るため、有
効な補助であると判断し、継続する。

事業内容
農作業機械の修繕を行う営農組織に対し、補助金を交付する。
補助金の額　予算の範囲内において補助金を交付する。限度額：50万円

担当課 産業観光部農業振興課 成果指標

市内アグリマスター登録数

A

事業費 111 千円 活動指標

農地集積助成金

A

補38 評価理由

担い手農業者育成事業助成金

本市の農業を担う意欲ある農業経営者を確保・育成するた
め、今後も助成金交付対象者としての適性をヒアリング等に
より見極める中で継続する。事業内容

・農業教育研修助成金：新規就農者を受け入れる農家に対し、助成金を交付する。
・農地集積助成金：賃貸借権を設定した新規就農者に対し、助成金を交付する。
助成金の額：（農業教育研修助成金）1,500円以内/日、（農地集積助成金）借地料の
１／２以内※農業委員会の基準と比較し、低い単価を採用

担当課 産業観光部農業振興課 成果指標

農作物被害面積（a）

A

事業費 3,265 千円 活動指標

鳥獣害対策延長(km)

A

補37 評価理由

農業振興推進事業費補助金

本事業は時代に即した農業振興及び獣害防止による農業
者等の負担軽減を図るために有効な補助であると判断し、
今後も継続する。事業内容

農業振興の推進を図る活動及び電気柵等の農業施設を整備し、農業経営基盤の強
化を図る農業者に対し、補助金を交付する。

13



補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 15

実績 16

単位 人

達成率

目標 100

実績 47.0

単位 ％

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 3

実績 3

単位 件

達成率

目標

実績

単位

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 1

実績 1

単位 件

達成率

目標 1

実績 1

単位 経営体

担当課 産業観光部農業振興課 成果指標

親元就農数

A

事業費 1,000 千円 活動指標

要望のあった農業者への支
援

A

補42 評価理由

親元就農者経営安定支援事業費補助金

本事業は県と連携し、事前調査等を経て申請を行っている
ため、今後も申請にあたりヒアリングを実施し、補助金交付
対象者としての適性を見極める中で、農業後継者の確保・
育成を図るため、今後も継続する。事業内容

三親等以内の親族が経営する市内の農業経営体に就農した農家子弟に対し、就農
後の収入低下等の経済的な不安を解消するため、補助金を交付する。
補助金の額　就農後の収入低下など経済的な不安を払拭するための支援であり、予
算の範囲内で補助金を交付する（市町村が交付する額の２分の１以内）。

担当課 産業観光部農業振興課 成果指標

事業費 13,124 千円 活動指標

事業要望のあった団体や法
人等への補助

A

補41 評価理由

やまなし未来農業応援事業費補助金

本事業に係る県要綱は、令和５年度に廃止されるが、令和
８年度分の実績報告までは対象になっているため、令和８
年度まで事業を継続する。事業内容

農業分野におけるCO2削減、気候変動への対応、スマート農業の導入等を実施する
団体等に補助金を交付する。
補助金の額　やまなし未来農業応援事業費補助金交付要綱・別表に掲げる補助対象
経費（施設、機械、機材器具などの整備）の１／２以内を補助する。

担当課 産業観光部農業振興課 成果指標

定住率(％)

C

事業費 16,143 千円 活動指標

地域おこし協力隊員数

A

補40 評価理由

農業地域おこし協力隊支援事業

本事業は、本市の農業従事者の高齢化、担い手の減少、耕
作放棄地の増加等の課題解決を図るために有効な事業で
あると判断し、今後も継続する。事業内容

農業技術の習得と地域活動等の行事に参加することを通じて、本市の農業の新たな
担い手として育成するとともに、地域に定住させることを目的とした活動に要する経費
に対し、補助金を交付する。
補助金の額　対象経費の全額（年額200万円を限度）。
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 250

実績 72

単位 本

達成率

目標 297640

実績 297,640

単位 千円

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 3

実績 3

単位 施設

達成率

目標 2

実績 2

単位 人

NO. 改善

事務事業名

達成率

目標 100

実績 11.78

単位 ha

達成率

目標 10

実績 0.0

単位 ha

担当課 産業観光部林政課 成果指標

植栽面積

C

事業費 1,891 千円 活動指標

整備面積（整備全体）(ha)

C

補45 評価理由

山紫水明整備事業費補助金

本市の豊かな自然環境を次世代につなぐための森林整備
及びその促進に関する施業は、今後も実施する必要があ
る。一方、申請書類、現地確認方法等については改善（見
直し）に向けた検討を進める。事業内容

森林が有する公益的機能の維持増進を図ることを目的に、市内の森林の整備及びそ
の促進に関する施業を行う者に対し、補助金を交付する。対象は、市内の森林経営
計画が策定されていない森林であり、１施行地の森林面積が0.1ha以上のもの。
補助金の額
森林整備支援型：1ha当たり142,000円、その他要綱に定める額
経営計画前段階支援型：県適用の「造林補助事業標準単価及び標準工程」における
標準単価をもとに調整した額に95／100を乗じた額を上限、その他要綱に定める額

担当課 産業観光部林政課 成果指標

北杜市内で定住・定着及び
就業者数

A

事業費 3,718 千円 活動指標

支援機関の登録件数

A

補44 評価理由

林業地域おこし協力隊支援事業補助金

地域外の人材を地域おこし協力隊として積極的に誘致し、
本市林業の新たな担い手として育成を図り、地域活動等を
通じ、地域への定住及び定着を推進するために有効な補助
であると判断し、今後も継続する。事業内容

林業地域おこし協力隊員の受入れ支援機関及び林業地域おこし協力隊員に対し、補
助金を交付する。
支援機関への補助金：年200万円上限／人　林業地域おこし協力隊員への補助金：
100万円上限／人（最終年度のみ）

担当課 産業観光部農業振興課 成果指標

畜産販売金額(千円)

A

事業費 1,579 千円 活動指標

優良品種導入数

C

補43 評価理由

優良家畜育成事業補助金

本事業により、牛の生産性及び品質向上が図られ、農家の
所得向上につながるため、今後もJA梨北を通じて周知の強
化を図る中で、今後も継続する。事業内容

肉牛・乳牛の性判別や品種改良のための精液の購入、ヨーネ病等の予防接種及び
牛の登録・遺伝子検査実施に要する費用に対し、補助金を交付する。
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 200

実績 146

単位 ha

達成率

目標 20

実績 16

単位 ha

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 10

実績 19

単位 事業

達成率

目標 70.0

実績 75.0

単位 %

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 5

実績 5

単位 人

達成率

目標 3

実績 1

単位 人

担当課 産業観光部観光課 成果指標

協力隊終了後の定着者数

C

事業費 0 千円 活動指標

観光地域おこし隊員数

A

補48 評価理由

地域おこし協力隊起業支援補助金
（観光地域おこし協力隊）

在任中又は退任したの隊員の起業の支援に取り組み、隊
員の定着定住を図るために有効な補助であると判断し、今
後も継続する。事業内容

観光地域おこし協力隊員又は隊員の任期を終えた者を対象に、市内での起業に要す
る費用に対し、補助金を交付する。
補助金の額　補助対象経費を合算した額で、100万円を限度とする。

担当課 産業観光部観光課 成果指標

南アルプスユネスコエコパーク
に関する活動に対する理解度

A

事業費 0 千円 活動指標

南アルプスユネスコエコパーク
地域連絡会が実施する事業数

A

補47 評価理由

南アルプスユネスコエコパーク地域連絡会補助金

ユネスコエコパークの理念に基づき、自然や歴史、文化等
の貴重な資源を守り、生かす取組を推進するために有効な
補助であると判断し、今後も継続する。事業内容

北杜市南アルプスユネスコエコパーク地域連絡会の活動に対し、補助金を交付する。
補助金の額　3,345千円

担当課 産業観光部林政課 成果指標

植栽面積

B

事業費 21,283 千円 活動指標

整備面積（整備全体）(ha)

B

補46 評価理由

里山整備事業費補助金

市内の森林の荒廃を防止し、水源涵養や国土保全等の機
能、豊かな自然環境を最大限に引き出すため。

事業内容

本市の森林の荒廃を防止するため、間伐、除伐等の森林施業を行う者に対し、補助
金を交付する。対象は、市内の森林経営計画が策定された森林であり、1施行地の森
林面積が0.1ha以上のもの。対象事業は、山梨県補助金等交付規則に基づき補助金
を受けたものに限る。補助額は事業費の95％とする。

16



補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 12

実績 41

単位 回

達成率

目標 390

実績 -

単位 万人

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 5000

実績 8,494

単位 件

達成率

目標

実績

単位

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 100

実績 75

単位 人

達成率

目標

実績

単位

担当課 産業観光部商工・食農課 成果指標

事業費 3,284 千円 活動指標

研修、講習会の参加者数

B

補51 評価理由

商工業振興支援事業

本市の商工業の活性化を促進するために有効な補助であ
る。一方、補助金交付先である北杜市商工会及びサンフラ
ワーフェス実行委員会の活動内容や収支決算状況を踏ま
え、本事業の自立化に向けた検討を進める中で継続する。事業内容

市内商工業者向けに商工振興事業を実施している北杜市商工会及び商工団体等に
対し、補助金を交付する。
補助金の額　国・県補助対象事業は、その定める補助率。市単独事業は補助対象経
費の３分の２以内（ただし、商工会に対しては、市長が特に必要と認めたときは、市長
の定める額を上乗せした額）。

担当課 産業観光部商工・食農課 成果指標

事業費 15,000 千円 活動指標

経営指導事業所数(延べ)

A

補50 評価理由

経営改善普及指導事業

本市の商工業の振興と経営安定を図るために有効な補助
である。一方、補助金交付先である北杜市商工会の活動内
容や収支決算状況等を踏まえ、本事業の自立化に向けた
検討を進める中で継続する。事業内容

北杜市商工会が、県要綱に基づき実施する経営指導員による経営改善普及指導事
業に対し、補助金を交付する。
補助金の額　補助対象職員設置費：補助事業に要する経費から県の補助金を差し引
いた額の範囲内、その他の事業費：補助事業に要する経費から県の補助金を差し引
いた額の４分の３以内。

担当課 産業観光部観光課 成果指標

北杜市の観光入込客数（実
人数）

-

事業費 4,000 千円 活動指標

ほくとナビ（HP）情報発信数

A

補49 評価理由

北杜市観光協会補助金

本市の豊富な観光資源の有効活用を図り、市内への誘客
を推進するために有効な補助であると判断し、今後も継続
する。事業内容

（一社）北杜市観光協会の活動に対し、補助金を交付する。
補助金の額　4,000千円
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 22,350

実績 12,316

単位 千円

達成率

目標 450

実績 254

単位 件

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 20

実績 230

単位 件

達成率

目標 2

実績 30

単位 件

NO. 改善

事務事業名

達成率

目標 100

実績 100

単位 ％

達成率

目標 100

実績 100

単位 ％

担当課 北杜未来部未来創造課 成果指標

施設の魅力向上

A

事業費 4,866 千円 活動指標

北杜市未来創造事業費補助金
対象事業の実施、完了

A

補54 評価理由

未来創造事業費補助金

これまで24件の活用実績があり、一定の成果があったもの
であると判断するが、申請件数についてはR4年度17件に対
し、R5年度は10件と大幅に減少している。
このため、当該補助金交付要綱で定める終期（R7.3.31）に
合わせ、事業内容の改善（事業対象者及び内容を見直し
等）に向けた検討を行う。

事業内容
市内において芸術・文化施設の魅力を高める施設の整備、テレワーク環境の整備又
は先端技術を活用した新たな事業を行う民間の事業者に対し、補助金を交付する。
補助金の額　補助対象経費の２分の１以内（100万円を上限）。

担当課 産業観光部商工・食農課 成果指標

海外展示商談会へ出展に
よる契約成立件数

A

事業費 1,400 千円 活動指標

展示商談会への出展による
商談件数

A

補53 評価理由

海外販路開拓支援事業補助金

市内中小企業者の海外販路拡大への取組を支援するため
に有効な補助であると判断し、引き続き市のホームページ
や広報紙により周知を図る中で継続する。事業内容

中小企業者が海外で開催する展示商談会へ出展する事業及び海外販路を開拓する
ための外国語版ウェブサイトを制作する事業に対し、補助金を交付する。
補助金の額　海外展示商談会へ出展：補助率２／３以内、補助限度額60万円。外国
語版ウェブサイト構築事業：補助率１／２以内、補助限度額20万円。

担当課 産業観光部商工・食農課 成果指標

利子補給交付件数

B

事業費 12,316 千円 活動指標

小規模商工業者経営改善
利子補給額(千円)

B

補52 評価理由

小規模商工業者経営改善資金利子補給

小規模商工業者の経営安定のために有効な補助であると
判断し、今後も継続する。あわせて、相談体制の充実を図る
などの面的な支援の検討も進める。事業内容

市内小規模商工業者が経営安定のため、資金融資を受けた場合、利子補給金を交
付する。
利子補給金の額　12月末の資金の借入残高に対して利子補給率1.0％を乗じた額。
貸付利率が1.0%に満たない場合は、当該貸付利率を乗じた額。限度額10万円。
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 30

実績 82

単位 人

達成率

目標 20

実績 17

単位 人

NO. 廃止

事務事業名

達成率

目標 50

実績 16

単位 人

達成率

目標

実績

単位

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 20

実績 27

単位 戸

達成率

目標 20

実績 27

単位 戸

担当課 産業観光部商工・食農課 成果指標

賃貸住宅等の入居戸数

A

事業費 12,103 千円 活動指標

賃貸住宅等建設戸数

A

補57 評価理由

就労支援賃貸住宅等建設促進事業費補助金

市内企業就職者の住環境の改善及び移住定住人口の増加
を図るために有効な補助であると判断し、住宅メーカー、金
融機関等と連携する中で周知を図り、今後も継続する。
あわせて、当該補助金が実態に即しているかの検討を行
う。

事業内容
市内に就労者等が入居するための賃貸住宅や社員寮を建設する者に対し、補助金
を交付する。
補助金の額　延床面積×10,000円／㎡（上限60万円／戸）

担当課 産業観光部商工・食農課 成果指標

事業費 390 千円 活動指標

就職祝金の支給人数

C

補56 評価理由

定住促進就職祝金支給事業費補助金

これまでの申請数を踏まえ、事業効果が薄いこと、また、類
似事業（R5年度から北杜市奨学金返還支援事業）が創設さ
れたことから、R6年度で廃止する。事業内容

市内事業所に正社員として就職した場合に祝金を支給する。
新規学卒者：30,000円
転入就職者：20,000円

担当課 産業観光部商工・食農課 成果指標

市単独補助金制度による交
付者数

B

事業費 18,571 千円 活動指標

創業者数

A

補55 評価理由

創業促進支援事業費補助金

本市における創業を促進し、雇用の創出、移住定住人口の
増加及び地域経済の活性化を図るために有効な補助であ
ると判断し、経営安定に向けた相談体制の充実など面的な
支援の検討を行う中で継続する。事業内容

市内において新たに創業する中小企業者に対し、補助金を交付する。
補助金の額　創業者支援補助事業：補助対象経費の２分の１以内で80万円を上限（１
回限り）他
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 400

実績 449

単位 人

達成率

目標 3,000

実績 3,287

単位 件

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 5

実績 6

単位 回

達成率

目標 4

実績 1

単位 名

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 8

実績 8

単位 回

達成率

目標 20

実績 6

単位 件

担当課 総務部消防防災課 成果指標

補助件数

C

事業費 36 千円 活動指標

周知回数

A

補60 評価理由

防災ラジオ購入補助金

災害時に情報を収集する手段が少ない高齢者等には必要
な事業であると判断し、今後も広く事業の周知を図る中で継
続する。事業内容

市内に設置されたコミュニティ放送局の設備を使用して本市の発する緊急放送を自
動的に受信するラジオを市商工会の会員である販売店等から購入する者に対し、補
助金を交付する。１世帯につき１台限り購入費の２分の１に相当する額とし、6,000円
を限度とする。

担当課 総務部消防防災課 成果指標

補助件数

C

事業費 20 千円 活動指標

周知回数

A

補59 評価理由

消防団員自動車運転免許取得事業補助金

消防車両を運転することのできる団員の確保は、今後の消
防団活動を維持するために必要であると判断し、広く周知を
図る中で継続する。事業内容

消防ポンプ自動車の運転に必要となる準中型自動車免許を取得する者又はオートマ
限定解除を行う者に対し、補助金を交付する。
補助率 取得経費の２分の１以内
補助限度額 オートマチック限定免許解除事業：２万円、準中型免許取得事業：10万
円

担当課 産業観光部商工・食農課 成果指標

シルバー人材センター受託
件数

A

事業費 13,560 千円 活動指標

シルバー人材センター登録
者数

A

補58 評価理由

高年齢者就業機会確保事業費補助金

地域高齢者の就業機会の拡大と高年齢者の能力を生かし
た活力ある地域づくりのために有効な補助であると判断し、
今後も継続する。事業内容

シルバー人材センターが実施する高年齢者の就業機会の拡大等を図る高年齢者就
業機会確保事業に対し、補助金を交付する。
H17,4,1に取り交した協定書に基づき、運営費を補助。
①補助金の負担割合は直近の国勢調査の人口按分で算定
②代表市が一括してセンターに補助金を交付
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 8

実績 8

単位 回

達成率

目標 95

実績 92

単位 団体

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 80

実績 85

単位 件

達成率

目標 800

実績 222

単位 kw

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 10

実績 15

単位 件

達成率

目標 7

実績 7

単位 件

担当課 市民環境部環境課 成果指標

年間活動計画に基づく件数

A

事業費 190 千円 活動指標

年間活動計画に基づく件数

A

補63 評価理由

地球温暖化対策・クリーンエネルギー推進協議会活動補助金

市内の地球温暖化防止活動及びクリーンエネルギーの普
及促進を図るため、有効な補助金であることから継続する。
一方、事務局の事務的負担が大きいことから、団体の自立
に向けた検討を進める。事業内容

北杜市地球温暖化対策・クリーンエネルギー推進協議会が組織的に行う活動に要す
る経費に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。

担当課 市民環境部環境課 成果指標

再生可能エネルギー設備のう
ち太陽光発電に係る発電容量

C

事業費 7,770 千円 活動指標

再生可能エネルギー設備の申
請件数

A

補62 評価理由

再生可能エネルギー設備設置費補助金

本事業は、国の第６次エネルギー基本計画で掲げる「2030
年度において温室効果ガスを46%削減する」という中間目標
の達成に向け、有効な補助であると判断されるため、今後も
広く周知を図る中で継続する。あわせて更なる制度拡充に
向けた検討も進める。

事業内容

再生可能エネルギーに係る省エネルギー機器を導入する者に対し、補助金を交付す
る。
（①住宅用太陽光発電システム（最大出力10KW未満）：出力１KWあたり17,000円（上
限16万円）
②強制循環型太陽熱利用システム：１システム50,000円
③二酸化炭素冷媒ヒートポンプ給湯器：１基50,000円
④定置用リチウムイオン蓄電池：１基100,000円
⑤木質ペレットストーブ：１基30,000円を補助する。
①と④を同時に設置する場合は上限25万円）

担当課 総務部消防防災課 成果指標

自主防災組織の結成数

B

事業費 649 千円 活動指標

周知回数

A

補61 評価理由

自主防災組織資機材整備費補助金

自主防災組織の育成強化を促進し、地域の共助力を高める
ためには有効な補助であると判断し、今後も広く事業の周
知を図る中で継続する。事業内容

防災資機材を整備する組織に対し、補助金を交付する。補助額は、補助対象経費の
２分の１以内とし、①組織割　１組織あたり　150,000円②世帯割　加入１世帯あたり
1,000円①と②の合計額を補助限度額とする。
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 8

実績 11

単位 件

達成率

目標

実績

単位

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 46

実績 70

単位 台

達成率

目標

実績

単位

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 1

実績 1

単位 回

達成率

目標 ５以下

実績  ５以下（０mg/l）

単位 mg/l

担当課 市民環境部環境課 成果指標

河川水質評価として、綺麗
な河川がCOD 2～5mg/l

A

事業費 92 千円 活動指標

水質調査及び簡易水道検
査に関する研修会

A

補66 評価理由

名水の里保全連絡協議会活動補助金

市内の名水百選の水質等の保護及び環境保全のＰＲに有
効な補助であると判断されるため、今後も継続する。

事業内容
市内の名水百選の水質、水量、周辺環境等の保護及び育成を目的に協議会が組織
的に行う活動に対し、補助金を交付する（予算の範囲内で上限50万円）。

担当課 市民環境部環境課 成果指標

事業費 1,049 千円 活動指標

生ごみ処理機及び処理容
器購入補助台数

A

補65 評価理由

生ごみ処理機（容器）購入補助金

年々申請件数が増加しており、生ごみの減量の推進に有効
な補助であると判断されるため、今後も継続する。

事業内容
生ごみ処理機又は処理容器を購入する者に対し、補助金を交付する。
生ごみ処理機　１基あたりの購入金額の２分の１とし、25,000円を上限とする。
生ごみ処理容器　１基あたりの購入金額の２分の１とし、3,000円を上限とする。

担当課 市民環境部環境課 成果指標

事業費 1,945 千円 活動指標

ごみ及び資源物収集所補
助件数

A

補64 評価理由

ごみ及び資源物収集所施設設置補助金

ごみ収集所の利用者の増加による新規設置や建て替え、
老朽化による修繕の需要が高まっているため、今後も継続
する。事業内容

地域の生活環境の保全及び環境衛生の向上を推進することを目的として、行政区に
対し、補助金を交付する。補助対象経費の２分の１以内の額とし、その限度額は20万
円。
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補助金等事業評価結果（No.補1～No.補67）

NO. 継続

事務事業名

達成率

目標 102

実績 102

単位 基

達成率

目標 11.0

実績 11.0

単位 ％

補67 評価理由

戸別浄化槽設置費補助金

合併処理浄化槽の設置は、生活排水による公共用水域の
水質汚濁及び地下水の汚染を防止するために有効であるこ
とから、今後も継続する。事業内容

専用住宅に20人以下の合併処理浄化槽を設置する者に対し、補助金を交付する。
補助金の額　５人槽：332,000円、６～７人槽：414,000円、８～20人槽：548,000円

事業費 35,872 千円 活動指標

補助件数

A

担当課 市民環境部環境課 成果指標

合併浄化槽普及率(％)

A
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